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香川県大気汚染緊急時対策要綱 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第23条及び香川県生活環境の保全に

関する条例（昭和46年香川県条例第１号）第16条に規定する事態が発生する場合並びにその事態

が予想される場合（以下「緊急時等」という。）において知事がとるべき措置に関し、必要な事項

を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この要綱において、「協力工場」とは、硫黄酸化物協力工場、排出ガス協力工場及び排出ガ

ス公共協力工場をいう。 
２ この要綱において、「硫黄酸化物協力工場」とは、硫黄酸化物に係るばい煙量（温度が零度であ

って、圧力が１気圧の状態に換算した１時間当たりの硫黄酸化物に係るばい煙の最大量とする。以

下同じ。）を10立方メートル以上排出するばい煙発生施設を設置している工場及び事業場をいう。 
３ この要綱において、「排出ガス協力工場」とは、排出ガス量（温度が零度であって、圧力が１気

圧の状態に換算した1時間当たりの排出ガスの最大量とする。以下同じ。）を４万立方メートル以

上排出するばい煙発生施設を設置している工場及び事業場をいう。 
４ この要綱において、「排出ガス公共協力工場」とは、ばい煙発生施設から排出される排出ガス量

の合計が４万立方メートル以上の地方公共団体の設置する事業場をいう。 
５ この要綱において、「大口排出工場」とは、硫黄酸化物大口排出工場及び排出ガス大口排出工場

をいう。 
６ この要綱において、「硫黄酸化物大口排出工場」とは、ばい煙発生施設から排出される硫黄酸化

物に係るばい煙量の合計が10立方メートル以上の工場及び事業場をいう。 
７ この要綱において、「排出ガス大口排出工場」とは、ばい煙発生施設から排出される排出ガス量

の合計が４万立方メートル以上の工場及び事業場をいう。 
８ この要綱において、「ＶＯＣ排出工場」とは、揮発性有機化合物排出施設を設置している工場及

び事業場をいう。 
（発令地域） 

第３条 この要綱に基づく緊急時等の発令地域の区分及びその範囲は、次表に掲げるとおりとする。 

発令地域 地 域 の 範 囲 
小 豆 地 域 土庄町、小豆島町 
東 讃 地 域 さぬき市、東かがわ市、三木町 

中 讃 地 域 丸亀市、坂出市、善通寺市、宇多津町、綾川町、琴平町、

多度津町、まんのう町  
西 讃 地 域 観音寺市、三豊市 
高 松 地 域 高松市 
直 島 地 域 直島町 

 



（常時監視） 
第４条 知事は、別表１に掲げる関係市町の長の協力を得て別表１の測定局の欄に掲げる測定局にお

いて、同表の測定の欄に掲げる大気汚染物質の濃度等の測定を行い、その状況の把握に努めるもの

とする。 
（気象状況の把握） 

第５条 知事は、高松地方気象台長の協力を得て、緊急時等の措置に関し、必要な気象状況の把握に

努めるものとする。 
（緊急時等の発令） 

第６条 知事は、気象条件等により、大気の汚染が著しくなるおそれがあると認められるときは、別

表２に掲げる発令基準に基づき、大気汚染物質ごとに予報を発令するものとする。 
２ 知事は、大気の汚染が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれがある事態

が発生し、かつ、気象条件からみて当該大気の汚染の状態が継続すると認められるときは、別表２

に掲げる発令基準に基づき、大気汚染物質ごとに注意報又は警報を発令するものとする。 
３ 知事は、気象状況の影響により、大気の汚染が急激に著しくなり、人の健康又は生活環境に重大

な被害が生ずる事態が発生し、かつ、気象条件からみて当該大気の汚染が継続すると認められると

きは、別表２に掲げる発令基準に基づき、大気汚染物質ごとに重大警報を発令するものとする。 
４ 前３項に定める発令は、第３条に定める対象地域ごとに発令するものとする。 
（発令の解除） 

第７条 知事は、前条の発令の基準を下回った場合であって、かつ、気象条件からみて当該解除を行

っても大気の汚染の状態が発令時の状態に復活するおそれがなくなったと認めるときは、前条の発

令を解除するものとする。 
（県民への周知等） 

第８条 知事は、緊急時等の発令又は解除を行ったときは、別表３に定める連絡系統により、同表に

掲げる報道機関、関係市町の長等を通じて、速やかにその旨を県民に周知するものとする。 
  なお、光化学オキシダントに係る緊急時等の発令にあたっては、併せて別表５に定める事項の周

知徹底を図るものとする。 
（緊急時等の措置） 

第９条 知事は、緊急時等の発令を行ったときは、協力工場、大口排出工場、ＶＯＣ排出工場又は自

動車の使用者若しくは運転者に対し、別表２の発令区分の欄に掲げる区分に応じ、同表の措置の欄

に掲げる措置をとるものとする。 
２ 知事は、第６条第３項に定める事態が自動車排出ガスに起因する場合にあっては、公安委員会に

対し、道路交通法（昭和35年法律第105号）の規定による措置をとるべきことを要請するものとす

る。 
３ 知事は、第１項に掲げる措置をとった場合、その措置の内容を確認するため、必要に応じて協力

工場及び大口排出工場の立入検査を実施するものとする。 
（計画書の届出） 

第10条 協力工場又は大口排出工場は、緊急時等におけるばい煙量等減少計画を、様式１により知事

に届け出なければならない。 
２ 協力工場又は大口排出工場は、前項の計画を変更した場合、速やかに様式1により知事に届け出



なければならない。 
３ 協力工場又は大口排出工場は、ばい煙発生施設の使用の廃止等により協力工場又は大口排出工場

に該当しなくなった場合は、速やかに様式2により知事に届け出なければならない。 
（県際地域における措置） 

第11条 知事は、県際地域における緊急時等の取扱いについては、当該県と協議して必要な措置を別

に定めることができる。 
（被害の報告） 

第12条 大気汚染によると思われる被害の連絡を受けた別表4の関係機関は、様式3の｢大気汚染被害

連絡受付票｣により受付をし、県環境管理課に報告するものとする。 
（電子情報処理組織を使用して行う手続の特例） 

第13条 第10条の規定による届出については、電子情報処理組織（知事の使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。以下同じ。）と届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。）を使用して行わせることができる。 
２ 前項の規定により行われる届出については、香川県行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する規則（平成１６年香川県規則第７３号）の規定の例による。 
   附 則 
１ この要綱は、昭和50年５月10日から施行する。 

２ 香川県大気汚染緊急時対策要綱（昭和48年5月10日）は、廃止する。 

     附 則 

この要綱は、昭和52年３月10日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、昭和53年４月10日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、昭和55年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、昭和62年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成４年５月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

1 この要綱は、平成９年４月21日から施行する。 

2 大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成８年法律第32号）の施行日前にした改正前の大気汚

染防止法第23条第２項の規定に基づく届出は、改正後の香川県大気汚染緊急時対策要綱第10条第１

項の規定に基づく届出のうち、硫黄酸化物について届出があったものとみなす。 



   附 則 

この要綱は、平成12年４月１日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成18年３月29日から施行する。 

    附 則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成23年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成27年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月10日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年12月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

別表１ （第４条関係）  大気汚染常時監視体制 

発令地域 測  定  局 

測                             定 

二酸化 

硫黄 

窒素 

酸化物 
光 化 学 

オキシダント 
一酸化 

炭素 
浮遊粒子状 
物    質 

微小粒子状 
物    質 

炭化 

水素 

風向 

風速 

小 豆 地 域 小 豆 総 合 事 務 所 ○ ○ ○  ○ ○   

東 讃 地 域 東 讃 保 健 福 祉 事 務 所 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

中 讃 地 域 

坂 出 市 役 所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

瀬 居 島 ○ ○   ○   ○ 

林 田 出 張 所 ○ ○ ○  ○   ○ 

相 模 坊 神 社 ○ ○   ○   ○ 

宇 多 津 町 役 場   ○   ○  ○ 

丸 亀 市 役 所   ○   ○  ○ 

青 ノ 山 ○ ○   ○   ○ 

善 通 寺 市 役 所   ○   ○  ○ 

西 讃 地 域 観 音 寺 市 役 所 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

高 松 地 域 

高 松 競 輪 場 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

東 部 運 動 公 園 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

国 分 寺 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

南 消 防 署 香 川 分 署 ○ ○ ○  ○ ○  ○ 

高 松 市 役 所  ○   ○  ○  

栗 林 公 園 前  ○  ○ ○    

鶴 尾 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ ｾ ﾝ ﾀ ｰ  ○   ○ ○  ○ 

直 島 地 域 直 島 町 役 場 ○ ○ ○  ○   ○ 

 

 

 

 

 

 



 

別表２（第６条関係） 大気汚染緊急時等発令基準及び措置 

大気汚染物質 発令区分 発令基準 措置 

硫黄酸化物 予報 次の各号のいずれかに該当したとき 

(１) 大気中における含有率の１時間値（浮遊粒子状物質の項

を除き、以下単に「１時間値」という。）が100万分の0.2以上

である大気の汚染状態が２時間継続したとき 

(２) １時間値が100万分の0.3以上である大気の汚染状態にな

ったとき 

硫黄酸化物協力工場に対し、当該ばい煙発生施設（以下「当該

施設」という。）の硫黄酸化物に係る通常ばい煙排出量の20％

程度削減するよう協力要請を行う。 

注意報 次の各号のいずれかに該当したとき 

(１) １時間値が100万分の0.2以上である大気の汚染状態が３

時間継続したとき 

(２) １時間値が100万分の0.3以上である大気の汚染状態が２時

間継続したとき 

(３) １時間値が100万分の0.5以上である大気の汚染状態になっ

たとき 

(４) １時間値の48時間平均値が100万分の0.15以上である大気

の汚染状態になったとき 

硫黄酸化物協力工場に対し、当該施設の硫黄酸化物に係る通常

ばい煙排出量の20％削減するよう勧告を行う。 

警報 次の各号のいずれかに該当したとき 

(１) 注意報の発令基準欄（第３号を除く。）のいずれかに該

当し、発令中であって１時間値が100万分の0.5以上である大気

の汚染状態になったとき 

(２) １時間値が100万分の0.5以上の大気の汚染状態が２時間以

上継続したとき 

硫黄酸化物協力工場に対し、当該施設の硫黄酸化物に係る通常

ばい煙排出量の50％削減するよう勧告を行う。 

重大警報 次の各号のいずれかに該当したとき 

(１) １時間値が100万分の0.5以上の大気の汚染状態が３時間

継続したとき 

(２) １時間値が100万分の0.7以上の大気の汚染状態が２時間

以上継続したとき 

硫黄酸化物協力工場及び硫黄酸化物大口排出工場に対し、硫黄

酸化物に係る排出許容量の80％削減するよう命令を行う。 

浮遊粒子状物

質 

予報 大気中における量の１時間値が１立方メートルにつき1.5ミリグラ

ム以上である大気の汚染状態が２時間継続したとき 
協力工場に対し、当該施設の燃料、熱源としての電気の通常の

使用量又は廃棄物の通常の焼却量（以下「燃料等使用量」とい

う。）の20％程度削減又はそれと同程度の効果を有する措置を

とるよう協力要請を行う。 

注意報 大気中における量の１時間値が１立方メートルにつき2.0ミリグラ

ム以上である大気の汚染状態が２時間継続したとき 
協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の20％削減又はそれ

と同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

警報 大気中における量の１時間値が１立方メートルにつき3.0ミリグラ

ム以上である大気の汚染状態が２時間継続したとき 
協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の30％削減又はそれ

と同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

重大警報 大気中における量の１時間値が１立方メートルにつき3.0ミリグラ 協力工場及び大口排出工場に対し、燃料等使用量の40％削減又



 

ム以上である大気の汚染状態が３時間継続したとき はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう命令を行う。 

一酸化炭素 注意報 １時間値が100万分の30以上である大気の汚染状態になったとき 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主的制限

について協力を求める。 

警報 １時間値が100万分の40以上である大気の汚染状態になったとき 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主的制限

について協力を求める。 

重大警報 １時間値が100万分の50以上である大気の汚染状態になったとき 公安委員会に対し、道路交通法の規定による措置をとるよう要

請する。 

二酸化窒素 予報 １時間値が100万分の0.4以上である大気の汚染状態になったとき 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の20％程度削減又は

それと同程度の効果を有する措置をとるよう協力要請を行う。 

注意報 １時間値が100万分の0.5以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の20％削減又

はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

(２) 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主

的制限について協力を求める。 

警報 １時間値が100万分の0.7以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の30％削減又

はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

(２) 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主

的制限について協力を求める。 

重大警報 １時間値が100万分の１以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場及び大口排出工場に対し、当該施設の燃料等使

用量の40％削減又はそれと同程度の効果を有する措置をとる

よう勧告を行う。 

(２) 公安委員会に対し、道路交通法の規定による措置をとる

よう要請する。 

光化学オキシ

ダント 

予報 １時間値が100万分の0.1以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の20％程度削

減又はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう協力要請

を行う。 

(２) ＶＯＣ排出工場に対し、揮発性有機化合物の排出量又は

飛散の量の自主的な減少について協力を求める。 

注意報 １時間値が100万分の0.12以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の20％削減又

はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

(２) ＶＯＣ排出工場に対し、揮発性有機化合物の排出量又は

飛散の量の自主的な減少について協力を求める。 

(３) 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主

的制限について協力を求める。 

警報 １時間値が100万分の0.24以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場に対し、当該施設の燃料等使用量の30％削減又

はそれと同程度の効果を有する措置をとるよう勧告を行う。 

(２) ＶＯＣ排出工場に対し、揮発性有機化合物の排出量又は

飛散の量の自主的な減少について協力を求める。 



 

(３) 自動車の使用者又は運転者に対し、自動車の運行の自主

的制限について協力を求める。 

重大警報 １時間値が100万分の0.4以上である大気の汚染状態になったとき (１) 協力工場及び大口排出工場に対し、当該施設の燃料等使

用量の40％削減又はそれと同程度の効果を有する措置をとる

よう命令を行う。 

(２) ＶＯＣ排出工場に対し、揮発性有機化合物濃度の減少又

は揮発性有機化合物排出施設の使用の制限について命令を行

う。 

(３) 公安委員会に対し、道路交通法の規定による措置をとる

よう要請する。 



 

別表３（第８条関係） 緊急時の連絡系統図 

 

環境保健研究センター

県 環 境 管 理 課

協 力 工 場

大 口 排 出 工 場

Ｖ Ｏ Ｃ 排 出 工 場

関 係 市 町 報 道 機 関県 関 係 機 関

学 校 等 （ 県 所 管 ）社会福祉施設（県所管） 自 動 車 の 運 転 者 等

発 令 判 断

（重大警報時のみ）

社会福祉施設（市町所管） 学 校 等 （ 市 町 所 管 ） 県 民
 

 

 



 

 

別表４（第 12条関係） 被害発生時における連絡系統図 

県 民 

学 校 等 

社 会 福 祉 施 設 

市 町 環 境 保 全 担 当 課 

小 豆 総 合 事 務 所 
東 讃 保 健 福 祉 事 務 所 
中 讃 保 健 福 祉 事 務 所 
西 讃 保 健 福 祉 事 務 所 

環 境 管 理 課 

保 健 体 育 課 

文 化 振 興 課 
総 務 学 事 課 

保 健 福 祉 総 務 課 
長 寿 社 会 対 策 課 
子 ど も 政 策 課 
子 ど も 家 庭 課 
障 害 福 祉 課 
県 立 病 院 課 

市 町 教 育 委 員 会 



 

別表５（第８条関係） 

 
光化学オキシダント発令時の周知事項 

 
 

区分 措       置 

予

報 

注意報に備えてテレビ、ラジオ等の報道に注意すること。 

注

意

報 

１ 各学校、幼稚園、保育所などにおいては、できるだけ屋外の運動をさけて

屋内に入ること。 

２ 目やのどなどに刺激を感じた人は、水道水等で洗眼、うがいをするととも

に、小豆総合事務所の環境森林課、東讃保健福祉事務所、中讃保健福祉事務

所又は西讃保健福祉事務所の環境管理室又は市町環境保全担当課に連絡する

こと。 

重

大

警

報 

警

報 

１ 屋外になるべくでないこと。 

２ 各学校、幼稚園、保育所などにおいては、屋外の運動をやめて屋内に入

り、窓を閉鎖するなどの措置をとること。 

３ 目やのどなどに刺激を感じた人は、水道水等で洗眼、うがいをするととも

に、小豆総合事務所の環境森林課、東讃保健福祉事務所、中讃保健福祉事務

所又は西讃保健福祉事務所の環境管理室又は市町環境保全担当課に連絡する

こと。 

 



 

様式１（第 10条関係） 

 

緊急時等におけるばい煙量等減少計画（変更）届出書 
 

年      月      日 
 

香 川 県 知 事    殿 
 

住    所 
氏    名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 
 

香川県大気汚染緊急時対策要綱第10条第1項（第10条第2項）に基づき次のとおり届出します。 
 
 

工場又は事業場 
の 名 称  ※ 

整 理 番 号  

工場又は事業場 
の 所 在 地  ※ 

受理年月日 
 

      年    月    日 

ば い 煙 量 等 
の 減 少 計 画 別紙1から別紙3のとおり 

※ 
施 設 番 号  

※ 
審 査 結 果  

※ 
備 考  

備考  ※印の欄には記載しないこと。



 

（別紙１） 

硫黄酸化物                                                                                 工場名： 
工場等における施設No. 工場全体 (合計)     

現 
 
 
 
状 

燃料の通常使用量 
燃料           kg／h 

最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 

燃料中のＳ分                       ％      
排出ガス量                   Nm３／h      
ばい煙量                     Nm３／h      
排出ガス温度                       ℃      
煙突高さ×口径                     ｍ      
有効煙突高さ                       ｍ      
ばい煙許容量                 Nm３／h      

緊 
 
急 
 
時 
 
措 
 
置 

予
報
・
注
意
報 

措置の内容 
 

     

燃料中のＳ分                  ％      
燃料の使用量 

燃料           kg／h 
     

ばい煙量                Nm３／h      
減少割合                    (％)      

警 
 
 

報 

措置の内容 
 

     

燃料中のＳ分                  ％      
燃料の使用量 

燃料           kg／h 
     

ばい煙量                Nm３／h      
減少割合                    (％)      

重
大
警
報 

措置の内容 
 

     

燃料中のＳ分                  ％      
燃料の使用量 

燃料           kg／h 
     

ばい煙量                Nm３／h      
減少割合                    (％)      

注）反応炉等の原料等に起因する硫黄酸化物については、燃料と区分して記載すること。 



 

（別紙２） 

二酸化窒素・光化学オキシダント                                                             工場名： 
工場等における施設No. 工場全体 (合計)     

現 
 
 
 
状 

燃料等使用量 
燃料           kg／h 
電気           kWh  

最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 

燃料のＮ分                         ％      
排出ガス量                   Nm３／h      
窒素酸化物排出濃度               ppm      
窒素酸化物排出量             Nm３／h      
排出ガス温度                       ℃      
煙突高さ×口径                     ｍ      

緊 
 
急 
 
時 
 
措 
 
置 

予
報
・
注
意
報 

減少措置の内容 
 

     

窒素酸化物排出濃度          ppm      
窒素酸化物排出量        Nm３／h      
排出ガス量              Nm３／h      
減少割合                    (％)      

警 
 
 

報 

減少措置の内容 
 

     

窒素酸化物排出濃度          ppm      
窒素酸化物排出量        Nm３／h      
排出ガス量              Nm３／h      
減少割合                    (％)      

重
大
警
報 

減少措置の内容 
 

     

窒素酸化物排出濃度          ppm      
窒素酸化物排出量        Nm３／h      
排出ガス量              Nm３／h      
減少割合                    (％)      

 



 

（別紙３） 

浮遊粒子状物質                                                                             工場名： 
工場等における施設No. 工場全体 (合計)     

現 
 
 
 
状 

燃料等使用量 
燃料           kg／h 
電気           kWh  

最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 最大     通常 

排出ガス量                   Nm３／h      
ばいじん排出濃度             g／Nm３      
ばいじん排出量                 kg／h      
排出ガス温度                       ℃      
煙突高さ×口径                     ｍ      

緊 
 
急 
 
時 
 
措 
 
置 

予
報
・
注
意
報 

減少措置の内容 
 

     

燃料等使用量 
燃料           kg／h 
電気           kWh  

     

排出ガス量              Nm３／h      
ばいじん排出濃度        g／Nm３      
ばいじん排出量            kg／h      
減少割合                    (％)      

警 
 
 

報 

減少措置の内容 
 

     

燃料等使用量 
燃料           kg／h 
電気           kWh  

     

排出ガス量              Nm３／h      
ばいじん排出濃度        g／Nm３      
ばいじん排出量            kg／h      
減少割合                    (％)      

重
大
警
報 

減少措置の内容 
 

     

燃料等使用量 
燃料           kg／h 
電気           kWh  

     

排出ガス量              Nm３／h      
ばいじん排出濃度        g／Nm３      
ばいじん排出量            kg／h      
減少割合                    (％)      



 

様式２（第10条関係） 

 

協 力 工 場 等 廃 止 届 出 書 
年      月      日 

 
香 川 県 知 事    殿 
 

住    所 
氏    名 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 
 
 

（協力工場・大口排出工場）でなくなったので、香川県大気汚染緊急時対策要綱第10条第3項
に基づき次のとおり届出します。 
 

工場又は事業場 
の 名 称  ※ 

整 理 番 号  

工場又は事業場 
の 所 在 地  ※ 

受理年月日 
 

      年    月    日 

廃止の年月日  ※ 
施 設 番 号  

廃 止 の 理 由  

※ 
審 査 結 果  

※ 
備 考  

備考  ※印の欄には記載しないこと。 



 

様式３（第12条関係） 

大 気 汚 染 被 害 連 絡 受 付 票 
 

受付日      年    月    日    受付者 

届

出

者 

氏 名 （ 機 関 ・ 団

体）  

住所（所在地）  

被

害

者 

氏名※ 
 
住所 

 

※学校等の場合は、学年、性別の被害者数を記入する。 

1.症状を感じた日時 
 

年     月     日  午前      時     分 ～     時     分 
午後 

2.症状を感じた場所 
 
 
 

(1)運動場                 人  (2)体育館                     人 
(3)プール                 人  (4)室内（開・閉窓）           人 
(5)公園・遊び場           人  (6)道路上                     人 
(7)その他                 人 

3.症状を感じたときの 
活動状況 
 
 

(1)屋外（体育授業・クラブ・遊戯・競技・作業中）             人 
(2)屋内（授業中・作業中）                                   人 
(3)歩行中                                                   人 
(4)その他                                                   人 

4.症状 
 

人中 
被害者 

人 
 
 
 
 
 

人員 
項目 男   （人） 女   （人） 計   （人） 

(1)目がちかちかする    

(2)涙が出る    

(3)せきがでる    

(4)のどが刺激される感じ    

(5)はきけがする    

(6)その他    

5.備考 



 

 


